
平成１９年度概算要求の概要
～新たな防衛組織の構築～

施設部

業務部

建設部

地方企画局

地方企画局 渉外部

経理調達局 （経理装備局を改編）

装備調達本部 （装備本部を改編）

本 庁 ※ 総務部の機能は官房等に統合

企画
立案

実施

地 方 防衛施設局

装備本部 地方支部

札幌、仙台、東京、横浜、
大阪、広島、福岡、那覇

×８

東京、横浜、名古屋、
大阪、長崎

×５

地方防衛局

札幌、仙台、東京、横浜、
大阪、広島、福岡、那覇

×８

①防衛施設庁の機能の移行

地方自治体と連携して防衛行政を
推進する体制を確立

対米調整と地元調整を効果的に連
携して実施する体制を確立

予算の適正な執行を確保する体制
を確立

防衛行政全般の地方におけ
る拠点として地方との接点を
担う組織へ改編

（注 新組織名はいずれも仮称）

防衛施設庁入札談合等事案を踏まえ、防衛施設庁を解体、
本省に統合し、新たな時代の要請に応えた政策立案を行う
ための体制を構築する

防衛施設庁入札談合等事案を踏まえ、防衛施設庁を解体、
本省に統合し、新たな時代の要請に応えた政策立案を行う
ための体制を構築する

（１）防衛施設庁の解体と防衛本省への統合・内部部局の改編

【新規】
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渉外部

報道官

審議官

参事官

次長

運用企画局 人事教育局 経理調達局 地方企画局

大　　臣

衛生監

技術監

次長

防衛政策局大臣官房

防衛査察本部（仮称）の新設

大 臣

内部部局
装備
調達本部

情報本部
技術
研究本部

防衛査察本部

防衛
大学校

統陸海空
幕僚監部

防衛医科
大学校

防衛
研究所

全 省 的 な 査 察

○ 防衛査察本部（仮称）を新設し、会計業務や職員の法令遵守につき、全省的に
厳格なチェックを実施
○ 内部部局などの既存の各組織にある監査・監察体制と相まって、重層的な
チェック体制を構築

（２）大臣直轄で独立性の高い査察組織の新設

②内部部局の組織改編

○ 新たな時代の政策課題に一層適切に対応するとともに、職員の規律保持、事故
等への対処のための体制の強化等を図る。

【新規】

【新規】

（注 新組織名はいずれも仮称）


